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従業地ゾーンからみた通勤交通行動について
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1. はじめに

通勤交通は、都市交通における主要な部分を占めている

ことから、通勤 トリップ長を分析することは、エネルギー

消費の削減や環境への負荷、あるいは持続可能な都市の形

成などを考慮するうえで重要な指標となっている。また、

通勤交通は、居住地から発生する交通と従業地へ集中する

交通から成り立っている。このため、通勤トリップ長は居

住地及び従業地それぞれの規模あるいは地理的位置関係

等の職住分布構造、さらには通勤者がそれぞれの居住地か

らいずれの従業地を勤務先としているかに関する通勤交

通行動などによって大きく影響を受ける。

このような職住分布構造及び通勤交通行動が通勤トリ

ップ長に及ぼす影響については、既に多くの研究が行われ

てきた1)-10)。これらの多くの研究は、居住地ゾーンをベ
ースに就業者が従業地を選好する通勤交通行動を基礎に

行われてきた。しかしながら、通勤交通の場合は一極集中

あるいは多極分散型等のCBD(業 務中心地区)の規模と位

置等の従業地の空間分布によって、各ゾーンが従業地とし

て選好されるかどうかも異なってくると思われる。したが

って、通勤トリップ長の削減策を考える場合には、削減可

能な職住分布の再配置あるいは最適職住割当パターン等

についても考える必要があるため、従業者がいずれの居住

地ゾーンから当該ゾーンを従業地として選好しているの

かに関する通勤交通行動に関する分析も必要である。すな

わち、従業地ゾーンを基礎とした通勤交通行動の現象を把

握することができる分析が必要である。

既往の研究のうち従業地の面から分析を行った研究と

して、李等9)は常住地から従業地へ通勤する就業者の平均

距離としての従業距離を求めて大都市圏の通勤距離につ

いて分析を行っている。また、Alpkokn等10)はCBD等 の

従業地の規模によって従業地ゾーンへの通勤交通行動の

相違を分析するためストファーの介在機会モデルを基礎

とした従業地プリファレンス曲線を考察している。しか

しながら、これら従業距離及び従業地プリファレンス曲

線に関する研究においてはCBD等 の従業地のゾーン特

性を踏まえた、すなわち従業地ゾーンからみた通勤交通

行動の現象を把握する分析はかならずしも十分行われて

いない。また、後者の従業地プリファレンス曲線におい

ては、曲線回帰及び回帰係数 ・定数等の分析についても

十分行なわれていない。

そこで、本研究は従業地ゾーンからみた通勤交通行動

の現象を把握するために従業者及び就業者平均 トリップ

長について算定するとともに、従業地プリファレンス曲

線の曲線回帰分析及び回帰係数 ・定数の特性等について

考察を試みた。本研究においては、札幌市における3つ

の年次(1972年 、1983年及び1994年)の 通勤交通を対

象に分析を行った。その結果、札幌市の通勤交通の場合、

就業者及び従業者平均 トリップ長は居住地あるいは従業

地の空間分布、特にCBDと の地理的位置関係によって

大きく異なることついて分析することができた。

また、従業地ゾーンとしての各ゾーンの通勤交通行動

の相違を分析するための従業地プリファレンス曲線につ

いては、2次 曲線による曲線回帰が相関係数等から優れ

ていることを考察することができた。そして、回帰曲線

の回帰係数及び回帰定数を通して、各ゾーンの通勤交通

行動の相違を把握するとともに、集中トリップ数及び通

勤 トリップ長等との関係ついても分析することができた。

2.従 業地プリファレンス曲線について

従業地プリファレンス曲線は、図-1に 示されているよ

うに居住地の分布状況を表す発生トリップ比率の累積比

率と、従業地における従業者の集中状況を表す集中トリッ

プ比率の累積比率の関係を示したものである。この曲線は、

従来の居住地をベースとしたプリファレンス曲線3)と同

様に、ストファーの介在機会モデルの概念を基礎としてい

る。そして、この曲線を通して、各従業地ゾーンにおける

従業者がある確率に従って当該ゾーンを選好して通勤し

ている行動を把握することが可能となる。

通勤OD表 を基にした従業地プリファレンス曲線の作
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成手順は以下である。

(1)対象とする従業地ゾーンと他のゾーン間の距離(交通

抵抗)によって、他のゾーンを小大順に並び替える。

(2)距離の順に並び替えられたそれぞれのゾーンまでの発

生トリップに対する累積トリップ数、及び総発生トリ

ップ数に対する発生トリップ比率の累積比率を求める。

(3)対象とする従業地ゾーンにおける集中トリップ数に

対して、同様に距離の順に並び替えられたそれぞれの

ゾーンまでの集中トリップ比率の累積比率を求める。

(4)X軸 には総発生 トリップ数に対する累積比率の値、

Y軸 には集中トリップ数に対する累積比率の値をそれ

ぞれプロットする。

なお、交通抵抗としては、距離の他に時間距離あるいは
一般化費用等を用いることもできる。

従業地プリファレンス曲線の特性としては、内々トリッ

プ比率も含め近距離の居住地ゾーンからのトリップ比率

が多いとき曲線は左側ヘシフトし、遠距離の居住地ゾーン

からの トリップ比率が多くなると右側にシフトする特徴

を持っている。また、この曲線は、同じグラフ上に異なる

ゾーンの曲線を描くことができることから、各ゾーンの通

勤交通行動の違いを視覚的に容易に把握することができ

る。さらに、同一ゾーンの異なる年次に対する曲線をも同

じグラフ上に描くことができることから、交通行動の時系

列的な変化も視覚的に把握することができる。

そして、この曲線を通して計量的に分析するには、曲線

回帰によるパラメータの推定が必要である。曲線回帰とし

ては、図-1及 び後述の札幌市の通勤交通に対する例にも

見られるように、既往の住居地に対するプリファレンス曲

線と同様に式(1)に 示す2次 曲線が相関係数等から優れ

ている。なお、概念図の例とした図-1に 対する曲線回帰

の回帰係数 ・定数及び相関係数の値は図中に示した。

(1)

ここで、a、b:回 帰係数

c:回 帰定数

3.札 幌市における通勤交通について

3.1札幌市の通勤交通

本研究においては、1972年 、1983年 及び1994年 に実

施された道央圏パーソン トリップ調査のうち、札幌市の通

勤交通の発生 ・集中交通量を対象に分析を試みる。OD区

分 としてのゾーン区分は、図-1に 示す1972年 の53ゾ ー

ンに区分して分析を行った。行政区分の変更(分 区)や 人

口分布の変化により、1983年70ゾ ーン、1994年75ゾ ー

ンにそれぞれ区分されているが、時系列的分析を行 うため

1983年 及び1994年 いずれも1972年 の53ゾ ーンレベルに

データを取りまとめて分析を行 う。また、図中の地下鉄路

線の整備状況は、それぞれ南北線(北24条 ～真駒内(1971)、

図-1 従業地プリファレンス曲線の概念図

図-2 札幌市のゾーン区分及び地下鉄路線図

北24条 ～麻生(1987))、 東西線(琴 似～白石(1976)、 白

石～新札幌(1982))、東豊線、(栄町～豊水すすきの(1988)、

豊水すすきの～福住(1994))で ある。

各年次の通勤総 トリップ数は、それぞれ1972年335,218

トリップ数、1983年498,434ト リップ数、1994年606,116

トリップ数である。1972年 を基準としたとき、1983年 は

148.7%、1994年 は180.8%で あ り、また1983年 を基準と

したとき1994年 は121.6%の それぞれの増加である。また、

中心ゾー ンであるゾーン1の 場合、集中 トリップ数で

1972年 の95,432(28.47%:総 トリップ数に対する比)から

1983年111,103(22.29%)、1994年117,979(19.46%)と 増加

しているが、総 トリップ数に対する比率は1972年 を基準

としたとき、1983年 で6.2%、1994年 で9.0%そ れぞれ減

少 している。一方、周辺部から外縁部における各ゾーンの

集中 トリップ数は相対比率とともに増加 している。特に、

東側に位置 しているゾーン38(新 札幌)は1972年4,956

(1.4%)か ら1983年16,680(3.4%)、1994年28,913(4.8%)と

大きな伸びを見せてお り、従業地の分布が都心部から外縁

部に分散している。

3.2従業者及び就業者平均トリップ長

従業地からみた通勤交通行動の現象を把握するため、従
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業者及び就業者平均 トリップ長の算定を行なった。ここで、

従業者平均 トリップ長は、各従業地ゾーンにおける従業者

の居住地から当該ゾーンまでの平均通勤 トリップ長であ

る。一方、就業者平均 トリップ長は、各居住地ゾーンにお

ける就業者の当該ゾーンから従業地までの平均通勤 トリ

ップ長である。

表-1は 、各年次ごとの従業者及び就業者の平均 トリッ

プ長の結果を取りまとめたものである。平均値は多少の差

であるが、標準偏差に特に大きな差があることが窺える。

このことは、図-3に 示す1994年 に対する各ゾーンの従

業者及び就業者の平均 トリップ長の頻度分布から理解で

きる。すなわち、従業者平均 トリップ長は平均値5.802km

周辺 に多く分布している一方、就業者平均 トリップ長は2

～12Kmに 広 く分布している。図-4は 、各ゾーンの平均

トリップ長をCBDで あるゾーン1か らの距離との関係を

図示 したものである。就業者の値は、CBDか らの距離に

よって増加 していること、すなわち各ゾーンの就業者平均

トリップ長はゾーン1を 中心に同心円的に長くなってい

ることが把握できる。

一方
、従業者平均 トリップ長はゾーン1か らの距

離に関わ らず4.0～7.0kmに 分 布 しているが、地理

的位置関係によって多少異なった値 を取っている。

特に、ゾーン1か ら5km～7.5kmの 範 囲のゾーンの

値 は、他 の5km以 内の中心部ゾーン及び7.5km以

降 の郊外部 ゾー ンに比べて小 さい値 を取っている。

すなわち、各従業地 ゾーンのCBDと の 地理的位置

関係及び規模等によって、各ゾーンに集中する従業

者の通勤距離 も異なっていることが窺 える。 このよ

うに、各ゾーンの従業地ベースでの平均 トリップ長は居住

地ベースの値と大きく異なっていることから、従業地ベー

スからの通勤交通行動の現象把握も重要 となってくるこ

とが理解できる。

各ゾーンの従業者平均 トリップ長の平均値は、表-1に

示すように年次ごとに増加 しているが、図-5は 各 ゾーン

の値を頻度分布で示したものである。1972年か ら1983年 、

さらに1994年 に向けて頻度分布も右にシフ トしているこ

とから、各ゾーンの平均 トリップ長も年次ごとに増加して

いる状況が分かる。すなわち、各従業地ゾーンに集中する

通勤交通も広域化していることが窺える。

4.札 幌市における従業地プリファレンス曲線について

4.1従業地プリファレンス曲線

対象とする53ゾ ー ンの3年 次に対 して、2.で 述べた

手順及び図-1に 従 ってそれぞれ従業地プリファレンス

曲線の作成を試みた。図-6に は、いくつかのゾーンを対

象に従業地プリファレンス曲線を図示 した。また、表-2

には、図-6に 図示した各ゾーンのプリファレンス曲線を

対象に式(1)に 示す2次 曲線で曲線回帰した結果として

表-1従 業者及び就業者平均トリップ長

図-3従 業者及び就業者平均トリップ長の頻度分布

図-4各 ゾーンの従業者及び就業者平均トリップ長

図-5従 業者平均トリップ長の頻度分布
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図-6従 業地プリファレンス曲線の例

表-2各 ゾーンの回帰係数及び定数

の回帰係数及び回帰定数、さらには相関係数の値を示 した。

さらに、図-7に は、1994年 における全てのゾーンを対

象に2次 曲線で曲線回帰 したプ リファレンス曲線を図示

した。また、表-3は3年 次に対する結果を取りまとめた

ものである。これら図-6及 び図-7の 例に見られるよう

に、札幌市の従業地プリファレンス曲線に対する曲線回帰

は既往の居住地をベースとしたプ リファレンス曲線 と同

様に2次 曲線による曲線回帰が相関係数の値からも優れ

ていることが窺える。

従業地プリファレンス曲線を2次 曲線で曲線回帰でき

るとしたとき、上に凸な曲線形状及び実際のデータ等から

曲線回帰 された2次 曲線は基本的に座標値(1.0、1.0)を

通過するするとともに座標値(1.0、1.0)を 頂点にしてい

ることが考えられる。そして、2次 曲線の性質から、式(1)

に示す2次 曲線の回帰係数a、bと 回帰定数cの 間に次の

ような3つ の式を導くことができる3)。

(2)

(3)

このうち、式(3)に 示すaとbの 関係を図示 したのが

図-8で 、aとbの3年 次全体の相関係数は0.8493で ある。

相関係数の値は高いが、回帰式はb=-0.9643a+0.6610

と、必ずしも式(3)に 示すbの 値はaの(-2)倍 とな

っていない。また、図-6及 び図-7に 見 られるように、

回帰曲線の頂点も必ず しも座標値(1.0、1.0)を 通過して

いない曲線もある。このような回帰係数間の関係及び曲線

の形状等から、式(2)及 び(3)は 成立していない。こ

図-7 1994年における従業地プリファレンス曲線

表-3 各年次に対する回帰系数及び定数

図-8 回帰係数aとbの 関係

図-9 回帰係数aの 頻度分布
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図-10 回帰定数cの 頻度分布

のため、従業地プリファレンス曲線の特性を考えるときに

は3つ の係数 ・定数のうちaとcあ るいはbとcの2つ の

値を通して考えなければならない。

ここでは、従業地プリファレンス曲線の特性を3つ の

回帰係数 ・定数のうちa及 びcの 値を通して考える。図-

6及 び図-7に 示す各ゾーンの従業地プリファレンス曲

線の形状を見ると、内々 トリップ交通も含めて近距離に位

置している居住地ゾーンからの従業者が多い場合には、y

切片の値も大きくなるとともに、回帰定数cの 値も大きく

なっている。そ して、曲線も左にシフ トして回帰定数a

の絶対値も大きくなっている。一方、遠距離ゾーンも含め

て多くの居住地ゾーンからの通勤者が多い場合には、y切

片の値も小さく(回帰定数cも 小さく)、曲線も右にシフト

し、より直線的な形状(回帰係数aの 絶対値も小さく)とな

っている。そして、このような従業地プリファレンス曲線

の形状としての回帰係数及び定数を通 して、従業地からみ

た各ゾーンの通勤交通行動を把握することが可能となる。

次に、図-9及 び図-10は 、回帰係数a及 び回帰定数

cに 対する3年 次の値をそれぞれ頻度分布で図示したも

のである。表-3に 示す回帰係数a及 び回帰定数cの 平均

値の変化が示すように、いずれの値 も特に1972年 か ら

1983年 において大きく減少している。回帰係数aに おい

ては、図-9の 頻度分布の変化が示すように-0.8以 下に

おいてゾーン数も増加して大きな変化を示 していること

から、授業地プリファレンス曲線が年次毎に左にシフ トし

てより曲線化している状況が分かる。

一方
、回帰定数cは0.4以 下において年次毎にゾーン数

も増加 していることから、内々 トリップ交通も含めて近距

離に位置している居住地ゾーンからの従業者が減少して

いるゾーンが増えて、全体として通勤 トリップ長が増大し

ている状況が窺える。そして、これ ら各ゾーンの回帰係数

及び定数の値の変化を通して、従業地からみた各ゾーンの

通勤交通行動の変化を把握することが可能となる。

4.2 回帰定数cと 内々トリップ比率及び集中トリップ数

図-11回 帰定数cと内々トリップ比率の関係

図-12各 ゾーンの集中トリップ数と回帰定数cの 関係

表-4各 年次に対するべき乗関数の係数

各従業地ゾーンの規模あるいは地理的位置によって通

勤交通行動がどの程度異なるかについて考察するため、こ

こでは従業地プ リファレンス曲線の回帰定数cを 通して

分析を行った。前述のようにy切 片としての回帰定数c

は、内々 トリップ交通も含めて近距離に位置している居住

地ゾーンからの従業者が多い場合には大きな値を、遠距離

ゾーンも含めて多くの居住地ゾーンからの通勤者が多い

場合には小さい値を取っている。このため、まず各ゾーン

の回帰定数cと 内々 トリップ比率の関係について考察し

た。図-11は これら2つ の値をプロットしたものである。

図が示すように、回帰定数cと 内々 トリップ比率の相関が

窺え、相関係数も3年 次全体で0.8351、各年次においても

それぞれ1972年 の0.8183、1983年 の0.9165、1994年 の

0.9233で ある。したがって、定数cの 値から内々 トリップ

及び従業地ゾーンに近いゾーンに対する トリップ比率の

値を考えることができる。

次に、従業地の規模としての集中 トリップ数と回帰定数

cの 関係についても考察を試みた。図-12は 、これら各ゾ
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ーンの集中トリップ数と回帰定数cの 関係を図示したも

のである。集中トリップ数の増加とともに回帰定数cの 減

少、及び2つ の値の分布状況からべき乗(累乗)関数ある

いは指数関数による曲線回帰を試みたが、適合度指標とし

ての重相関係数から式(4)に 示すべき乗(累乗)関 数を

用いた。

(4)

その結果、各年次及び3年 次全体に対 して表-4に 示

すべき乗関数の係数及び重相関係数の値を得た。これらの

結果から、従業地の規模 としての集中 トリップ数の増大に

伴って、内々 トリップ比率の減少 とともに遠距離の居住地

ゾーンからの通勤者の増大、すなわち従業地ゾーンに集中

する通勤交通の広域化が窺える。なお、集中トリップ数の

最も大きいゾーン1の 内々 トリップ比率は、それぞれ

0.0056(1972年)、0.0075(1983年)及 び0.0022(1994年)

である。

これ ら内々 トリップ比率及び集中 トリップ数との関係

から、さらに各従業地ゾーンのCBD(ゾ ー ン1)か らの

距離と回帰定数cと の関係を図示 したのが図-13で ある。

札幌市の通勤交通におけるゾーン1を 中心とした一極集

中型の従業地分布によると思われるが、各ゾーンの地理的

位置としてのCBDか らの距離に伴って回帰定数cは 増大

している。すなわち、CBDの 周辺部さらには郊外部にお

ける従業地ゾーンにおいては、内々トリップも含め近距離

の居住地ゾーンからの従業者が多くなることが窺える。そ

の結果、図-4に 示 されているように従業者平均 トリップ

長は、ゾーン1か らの距離に関わらず4.0～7.0kmの 範囲

の値を取ることとなる。なお、CBDか らの距離と回帰定

数cの3年 次全体の相関係数は、0.7561で ある。

5. 回帰係数及び定数と従業者平均トリップ長

従業地をベースとした従業者平均 トリップ長は、表-1

及び図-5に 示 されているように年々増加傾向にある。図

-14は 、各ゾーンの従業地平均 トリップ長の年次間の変

化を頻度分布示でしたものであるが、増加傾向は右側のプ

ラス側に多く分布 していることからも理解できる。また、

各従業地における従業者が当該ゾーンを選好 して通勤し

ている通勤交通行動の変化も従業地プリファレンス曲線

の形状の変化はともかく、図-9及 び図-10に 示す年次

間の回帰係数及び定数の頻度分布の変化から理解できる。

そこで、ここではこのような通勤交通行動の変化が従業地

平均 トリップ長に及ぼす影響について考察を試みる。

通勤交通行動の変化としては、従業地プリファレンス曲

線を2次 曲線に曲線回帰したときの回帰係数及び回帰定

数を用いた。そして、これ らの係数等の変化が従業者平均

図-13 各従業地ゾーンの回帰定数c

図-14 平均トリップ長変化の頻度分布

表-5 重回帰分析の結果

表-6 地下鉄東西線沿線ゾーンにおける回帰係数・定数、

平均トリップ長の変化及び平均値

表-7 各地下鉄線における回帰係数・定数及び

平均トリップ長の変化の平均値
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トリップ長の変化に及ぼす影響を把握するため重回帰分

析を行った。目的関数としては各年次間における従業者平

均トリップ長の変化を、説明変数としては各ゾーンの従業

地プリファレンス曲線に対する回帰係数a及 び回帰定数c

の変化としてのΔa、Δcと した。その結果、表-5に 示

す年次間における偏回帰係数、切片及び重相関係数の値を

得た。また、2つ の年次間全体でも重相関係数0.8350を

得ている。

これらの結果から、各従業地における集中トリップ数

の変化が通勤交通行動の変化を引き起こし、延いては従業

者平均トリップ長に影響を及ぼしていることが把握でき

る。特に、偏回帰係数の値から回帰係数aに 比べて回帰定

数cの 変化、すなわち内々トリップ比率も含めた近距離の

居住地ゾーンからの従業者の比率の変化が従業者平均 ト

リップ長に大きな影響を及ぼしていることが分かる。

次に、パーソントリップ調査期間中に整備された地下

鉄開通が通勤交通に及ぼした影響について従業地ゾーン

の面から考察を行う。ここでは、通勤交通行動の変化とし

ての地下鉄沿線ゾーンにおける従業地プリファレンス曲

線の回帰係数a及び回帰定数cの変化と従業者平均トリッ

プ長の変化を通して分析を試みる。表-6は 地下鉄東西線

沿線ゾーンを対象に、2年 次間のΔa、Δc及び従業者平

均 トリップ長の変化、さらには平均値を取りまとめたもの

である。これらの2年 次間の値をみると、特に東西線が開

通した1972年から1983年において回帰定数cが大きく変

化し、従業者平均 トリップ長も0.9162Km増 大している。

このことから、地下鉄開通に伴い従業地としての沿線ゾー

ンにおいては、より遠距離の居住地ゾーンからの従業者が

増大したことが窺える。

表-7は 、東西線も含めて他の南北線及び東豊線におけ

る結果について取りまとめたものである。1972年 から

1983年の南北線及び1983年 から1994年 における東豊線

における回帰定数c及 び従業者平均 トリップ長の変化に

見られるように、地下鉄の開通が沿線ゾーンにおける通勤

交通行動に大きな影響を及ぼしていることが理解できる。

このように、従業地プリファレンス曲線を2次 曲線として

曲線回帰した回帰係数及び回帰定数を通して、地下鉄整備

に伴う通勤交通動行動の変化も把握することができる。

6. あとがき

以上、本研究においては従業地ゾーンを基礎とした通勤

交通行動の現象を把握するために、従業者平均トリップ長

及び従業地プリファレンス曲線の曲線回帰分析等につい

て種々考察を試みてきた。本研究においては、まず従業地

からみた通勤交通行動の相違を把握するため各ゾーンに

おける従業者及び就業者に対する平均トリップ長を算定

した。札幌市の通勤交通を対象に分析を行なった結果は、

以下となる。①就業者平均トリップ長は2～12Kmの 広い

範囲の値を取るのに対して、従業者平均 トリップ長は4～

7Km程 度の範囲であり、各ゾーンにおける従業地ベース

と居住地ベースの平均 トリップ長は大きく異なっている。

②また、各ゾーンの就業者及び従業者平均 トリップ長は

居住地あるいは従業地としての空間分布、特にCBDと

の地理的位置関係によって大きく異なっている。

次に、従業地プリファレンス曲線においては、分析対

象とする札幌市の通勤交通の場合、曲線の特性及び形状等

から居住地に対するプリファレンス曲線と同様に、2次曲

線による曲線回帰が適合度指標のひとつである相関係数

の値からも優れていることを考察することができた。また、

推定された2次 曲線の回帰係数及び回帰定数を基に、回帰

係数間あるいは回帰定数と内々トリップ比率及び集中交

通量等の各従業地のゾーン特性との関係についても考察

を行った。さらに、回帰係数及び定数と従業者平均トリッ

プ長との分析を通して各従業地ゾーンにおける通勤交通

行動の変化が従業者平均 トリップ長に及ぼす影響等につ

いても考察することができた。

そして、従業地プリファレンス曲線に対する2次 曲線の

回帰係数及び回帰定数を基にした分析結果は以下である。

①2次 曲線の回帰係数間の関係及び曲線の形状等から、従

業地プリファレンス曲線の特性を考えるときには3つ の

係数・定数のうちaとcあ るいはbとcの2つ の値を通し

て考えなければならない。②回帰定数cは 内々トリップ比

率と相関が高いことから、定数cの値によって内々トリッ

プ及び従業地ゾーンに近いゾーンに対するトリップ比率

の値を考えることができる。③従業地の規模としての集中

トリップ数が大きいゾーンは回帰定数cの 値が小さく、す

なわち内々トリップ比率の値が小さくなるとともに遠距

離の居住地ゾーンからの従業者が増大している。④さらに、

回帰係数及び定数と従業者平均トリップ長の関係につい

て重回帰分析を行ったところ、回帰係数及び定数の変化か

ら従業者平均 トリップ長の変化を把握することができる。

すなわち、通勤交通行動の変化が従業地平均 トリップ長に

及ぼす影響について考えることができる。

これら従業地ゾーンからみた通勤交通行動の分析

を通 して、一極集中型から多極分散型等の従業地分

布の変化に伴う集中 トリップ数の変化が通勤交通行

動の変化を引き起こし、延いては従業地通勤 トリッ

プ長に影響を及ぼしていることを把握することがで

きた。本研究の成果を踏まえて、さらに通勤 トリッ

プ長の削減を図るための職住分布構造の再配置ある

いは最適職住割当パターン等について考えていく必

要がある。すなわち、通勤交通はエネルギー消費の削減

や環境への負荷、あるいは持続可能な都市の形成などを考

えることは重要であることから、従業地プリファレンス曲

線を基礎に通勤 トリップ長削減を図ることができる職住

分布構造についての考察である。従業地プリファレンス曲

線の場合は、居住地分布の変化に伴う職住割当パターンを
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算定することが可能であることから、従業地分布を踏まえ

た最適居住地分布構造等について考も察を行なっていき

たい。

さらに、今後はパーソントリップ調査が行なわれた他

の都市を対象に従業地プリファレンス曲線を含めた従業

地をベースとした分析を進めて行 く。また、従業地プリフ

ァレンス曲線に対する曲線回帰分析を通して、従業地プリ

ファレンス曲線の特性等についても考察を進めて行く。

最後に、本研究を進めるにあたりSydney大 学のJohn

BLACK教 授 より貴重なア ドバイスを戴いたことを付記

し、感謝の意を表する。

参考文献

1) 鈴木 勉:「 東京大都市圏における職住割当の最適化

に関する実証的研究」、日本都市計画学会学術論文集、

No.28、pp337-342、1992

2) BLACK J., Cheng Y., Ton T. and Masuya Y.: •uJourney to 

Work Preference Functions: Temporal and Spatial Stability 

in Western Pacific Rim Cities.•v,Selected Proceedings of 

the Sixth World Conference on Transportation Research, 

Volume I, pp103-114, 1993

3) 桝 谷 ・下 タ村 ・田村 ・斉 藤:「 通 勤 交通 にお け るプ リ

フ ァ レン ス 曲線 の 曲線 回 帰 分析 に つ い て 一札 幌 市 の

通勤 交 通 を例 として(1972-1983-1994)」 、 土木 計 画 学

研 究 ・論 文集 、Vol.18 No.3、pp445-453、2001

4) 野澤 勇 樹 ・樋 口洋 一郎:「 東 京 圏 に お け る超過 通 勤 時

間 の導 出 と変 化 に 関す る基礎 的 研 究 」、地 域 学研 究 、

vol31-1、pp149-161、2001

5) 藤 原 章 正 ・岡 村敏 之:「 広 島都 市 圏 にお ける都 市 形 態

が運 輸 エ ネル ギ ー 消費 量 に及 ぼ す影 響 」、 日本 都 市 計

画 学 会 学術 論 文集 、No.37、pp151-156、2002

6) 円 山琢 也 ・原 田 昇:「 ネ ッ トワー ク上 で の 混雑 を考

慮 した 最適 職 住 配置 手 法 の構 築 とそ の実 証研 究 」、 日

本 都 市 計画 学 会 学術 論 文集 、No.38-3、pp517-522、2003

7) 桝谷 ・劉 ・田村 ・斉藤:「都市構造と通勤 トリップ長について」、

日本都市計画学会学術論 文集 、No.38-3、pp415-420、2003

8) 桝 谷 ・北川 ・田村 ・斉 藤:「 通 勤 交通 行 動 を考 慮 した

職 住 分布 の変 化 と トリップ長 に 関す る研 究」、 日本都

市 計 画 学会 学術 論 文 集 、No.39-3、pp775-780、2004

9) 李 召 煕 ・鈴木 勉:「1965-2000年 にお ける大都 市圏

の通勤 距離 の変化 動 向及 び その要 因 に関す る研 究 」、 日

本 都市計 画学会 学術 論文集 、No.41-3、pp217-222、2006

10) Pelin ALPKOKIN, Yoshitsugu HAYASHI, John BLACK, and 
Haluk GERCEK : POLYCENTRIC EMPLOYMENT GROWTH 
AND IMPACTS ON URBAN COMMUTING PATTERNS: 
CASE STUDY OF ISTANBUL, Journal of the Eastern Asia 
Society for Transportation Studies, Vol. 6, pp.3835-3850, 2005

従 業地ゾーンからみ た通勤 交通行 動につ いて

桝谷有三*・ 下タ村光弘**・ 田村 亨***・ 斉藤和夫****

本研究は、従業地ゾーンからみた通勤交通行動の現象を把握するために従業者及び就業者平均 トリップ長の

算定、さらに従業地プリファレンス曲線の曲線回帰分析等について考察を試みた。札幌市における3つ の年次

(1972年、1983年及び1994年)の 通勤交通を対象に分析を行なった結果、就業者及び従業者平均 トリップ長

は居住地あるいは従業地の空間分布、特にCBDと の地理的位置関係によって大きく異なっている。

従業地プリファレンス曲線については、2次 曲線による曲線回帰が相関係数等から優れている。そして、回

帰曲線の回帰係数及び回帰定数を通して各ゾーンの通勤交通行動の相違を把握するとともに、集中交通量及び

通勤トリップ長等との関係ついても分析できた。

Commuting Travel Behavior from Employment Zones 

By Yuzo MASUYA, Mitsuhiro SHITAMURA, Tohru TAMURA and Kazuo SAITO 

The paper examines commuting travel behavior from employment zones to resident zones in a metropolitan region. 
The mean trip length for the commute from work to home and from home to work is analyzed considering the urban 
structure. For each employment zone an employment location specific preference function for the journey from work 
to home is estimated from travel data. The mean trip length for the commute home from each employment center is 
explained by the parameters of the quadratic function that best fits the preference function. The relationship between 

 the mean trip length and commuting travel behavior is investigated with a multivariate model. Results are presented 

 using data for 1972, 1983 and 1994 for the city of Sapporo.
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